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第１章  序論 







特に安倍政権のもとで示された成長戦略は象徴的である。2013 年 6 月に政府（首相官
邸）がまとめた「日本再興戦略（成長戦略）」で、それまで 5％程度の新規開業率を 10％
















                                                   

















井 [三井逸友, 『中小企業政策と「中小企業憲章」-日欧比較の 21 世紀』, 2011]によれ











                                                   
2 GEM については第２章で紹介する。 
3 レイヴ＝ウェンガー [レイヴ＝ウェンガー, 1993]、 [レイブ＝ウェンガー他, 2002]
などを参照のこと 














































































































































































































第２章  起業家教育の現状と課題 










第１項 通商産業省 産業政策局 新規産業課所管での「アントレプレナー教育研
究会」（1998 年） 
1998 年、旧通商産業省産業政策局の「アントレプレナー教育研究会報告書―起業家精





























育プログラム [定藤繁樹, 2002] や、2000 年に設立の(株)セルフウイングの提供する早稲
田ベンチャーキッズ TM （早稲田Ｖ－ＫｉｄｓTM）の事業は、国や地方自治体、商工団
体などで多く開催され、日本の代表的な起業家教育活動として注目された [大江建, 1999]。 
 ところで、なぜこの 1998 年という時期に、アントレプレナー教育研究会が開催された
のかということである。 
 1990 年代は、いわば従来の中小企業施策体系の見直しが行われた時期で、中小企業政







ですでに 15 年以上が経過しているのである。 
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第２項 GEM 調査の衝撃 
その「アントレプレナー教育研究会報告書」が出された 1998 年の翌年から始まった
のが、国際比較調査 GEM であった。すでに広く知られる、起業家活動に関する国際比





この調査で毎年注目される数値が総合起業活動指数 TEA（Total Early-Stage 
Entrepreneurial Activity7。）である。日本人の起業に関する意識の「低さ」を如実に表










                                                   
6最新の GEM 調査 [一般社団法人ベンチャーエンタープライズセンター, 2014]を参照さ
れたい。1999 年に日本を含めた 10 カ国からスタートし、2013 年には 67 カ国（経済地





















第１項  大学発ベンチャー1000 社構想 
さらにまた、起業家教育を積極的に推進していく根拠にもなったのが、平成 13 年小泉







   出所：大和総研 [大和総研, 2010]より 
大学発ベンチャーとは、「大学で生まれた研究成果や技術・ビジネス手法をもとに起業
したベンチャー企業や、大学からの出資があったり、学生が起こしたりした事業などのよ
うに大学と深い関連のあるベンチャー企業 [大和総研, 2010]」である。 
この大学発ベンチャー数の年度毎の推移を見ると、平成 10 年の大学技術移転促進（Ｔ


































の 3 分の 2 以上に相当する  2,000 を超える大学で起業家教育が実施されており、
MBA（経営大学院）で、近年、最も増加した講義が起業家教育関連科目であるという。
カウフマン財団の報告書などでも、米国の起業家教育の講座数は、過去 20 年で 20 倍
超に達している（1985 年：約 250 件→現在：5,000 件以上）し、また、学部教育にお
ける起業家教育の専攻やコースについても、過去 30 年で 4 倍以上に増加しているとの
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報告である（1975 年：104 件→2006 年：500 件以上）。 
一方日本はどうか。過去に文部科学省が実施した調査実績と比較すると、「起業家教育
の実施校は、過去 10 年で約 2 倍に増加している（2000 年：139 校→2009 年：252 校）。
また、起業家教育の講座数は、過去 10 年で 3 倍超に達している（2000 年：330 件→
2009 年：1,078 件）。」数の上では決してひけを取るものではないが、「日本で起業家教







 今日の施策にも起業家教育の課題は示されている。2013 年 6 月、安倍政権のもとで示
された成長戦略は、新たな起業家教育関連施策の段階を迎えた。2013 年 6 月に政府（首
相官邸）がまとめた「日本再興戦略（成長戦略）」では、現在 5％程度の開業率を 10％台
にするという数値目標が掲げられた。さらに 2014 年 6 月に公表された「『日本再興戦略』








































                                                   











































































そして、前者の一つを Softer outcomes（起業態度）、後者の二つを Hard outcomes（ス
タートアップの数や実践的知識の習得） と呼び、Softer outcomes の重要性に着目して
いる。高橋は、「起業態度のある人間が C 地点にあるものの、起業家教育を 2 つに分けた
場合、わが国でより必要とされているのは、起業態度に働きかける起業家教育（図－４ で
言えば C 地点から B 地点への移行）であるということを示したい。わが国の起業活動
は、他の先進国に比べて低迷を続けているが、その大きな原因の一つは、起業態度を有し
ない割合が圧倒的に多いことである。」と、日本の起業活動が不活発な要因に言及する。
さらに高橋は別の研究 [高橋徳行, 「起業態度と起業活動の国際比較~ 日本の女性の起業
活動はなぜ低迷しているのか~」, 2014]の中で、二項ロジスティック分析によって、起業
態度指数をコントロールした分析も行っている。その結果、日本は、起業態度の条件が同













































































































第１項 1990 年代からの日本の創業支援 
まず、本研究が昨今の日本の政策と関連して、どんな位置づけでどれだけ意義があるか
を示すために、中小企業施策に関する起業家教育の今日的理解を既存研究から概観する。 










われた 10 年」と評された 90 年代に入り、状況は徐々に変化していった。1980 年代から
開業率はすでにそれまでの６~７％の時代を終えて４％台となり、かつての大量開業時代





 しかし、平成 2 年版 [中小企業庁, 1990]『中小企業白書』で初めて「開業率は特に製造
業を中心として低下傾向にあり・・・」との懸念が記された。「これは近年の環境変化の






















国、米国での 80 年代の起業支援の取り組み事例を詳細に分析している。 







                                                   
10 平成 2 年版『中小企業白書』 p.117 より 





























その後、前章でみたように 1998 年 7 月、旧通商産業省産業政策局から「アントレプレ
                                                   

























分類 企業者の役割 論者 
静 態 的 世
界 で の 企
業 者 の 役
割 
① 金融資本の提供者 スミス、リカード、ピグー等 
② 管理者あるいは監督者 セイ、ミル、マーシャル、メンガー 
③ 起業の所有者 ヴィーザー、ピグー 
④ 生産要素の雇用者 ウォーカー、ケインズ、ヴィーザー 
動 態 的 世
界 で の 企






⑥ 革新者 シュンペーター、ウェーバー等 
⑦ 意思決定者 マーシャル、ケインズ、カーズナー等 






⑩ 請負人 ベンサム 
⑪ さや取り業者 カンティヨン、カーズナー 
出所：Herbert,R,F.and Link,A,N.（1982）、The Entrepreneur-Mainstream View and 
Radical Critiques. Praeger (池本正純・宮本光晴訳（1984）『企業者論の系譜ー十八世
紀から現代まで』東京：HBJ 出版局 pp.181－184 をもとに筆者作成 
 









ー [シュムペーターJ.A.(塩野谷裕一・中山伊知郎・東畑精一訳), 1977] [シュムペーター
                                                   
























































いたこともあり、当時 50 歳以上の経営者の 50％以上は高校卒、中学卒であった。また経
営者になるために行ったことは、「自分で必要な技術やノウハウを勉強した」もしくは「他
社で知識や技術を習得した」が多数を占めている。そもそも「起業家教育」と位置付けら
                                                   
16㈶中小企業総合研究機構 [鹿住倫世, 1995] p.128 より 
17 ㈶中小企業総合研究機構 [佐藤芳雄, 1993]、調査対象は全国各地域ブロックの中小企



























                                                   
18 髙橋 [高橋徳行, 『起業学の基礎―アントレプレナーシップとは何か―』, 2005]p.53
より 
19 松田 [松田修一, 『起業論』, 1997] p.77 より 
20 前章でも紹介したように、その後の 2001 年以降小泉政権下での「平沼プラン」で産

















































●大企業のなかの、企業内起業家の事実（evidence of entrepreneurship in larger 
corporations）がある。 


















































                                                   



















































ちなみに、こうした教育風土を醸成する文化の面で、先に紹介した GEM (Babson 





れている。Watts et al (Watts, 2006)らは、産業集積地における経済活動へ、企業の関
与がどんな影響を及ぼすかについて、英国シェフィールドでの調査結果をもとに所有者
兼経営者の個人の特性との関係を分析・説明した。産業集積における創業には、個人の特




設立者になること、これら 3 つのプロセスについて検討した Beate Rotefoss and Lars 













                                                   



























                                                   






第６節 地域における起業家創出のメカニズム  
第１項 産業集積における起業家のスピンオフ連鎖 
 近年、地理的、空間的、時期的に集中する起業家活動の分析から、産業集積の形成プロ


















































                                                   































































                                                   
26 土井によれば、ミクロソサエティプログラムは、基本的には米国で開発されたプログ












究も興味深い。スコットランドで 2003 年に出された答申「DETERMINED TO 
SUCCEED: Scottish Executive Response」において、初等学校（7 年制）1 年から中等
学校（6 年制）卒業までの 13 年間、「エンタープライズ教育」を必須科目とすることが
提案され、全面的にエンタープライズ教育が導入されるに至った。エンタープライズ教育
は国語・算数などから時間も供出し、すべての教科の土台として位置づけている。 
「can do, will do」を奨励することは、経営者や企業家を生み出すという目的のみで
はなく、子供達の人生や仕事に対する意欲と能力を高める役割をも担っている。 






                                                   


































































































 沢井 [沢井実, 2012]の工業高校の研究や、加藤 [加藤忠一, 『高度経済成長を支えた














































































































































































































 表―２ 教育と学習の違い （筆者作成） 
教 育  学 習 
受動的 主体性 能動的 
提供者・第三者の意思 動機づけ 受け手の意思 
家庭・学校・社会 行われる場 問わない 











                                                   















































第２項  起業家の学習モデル 


















































































後半は、5 人の工業高校卒業生へのインタビュー、加えて加藤 [加藤忠一, 高度経済成










































 高度経済成長期とは、一般に昭和 30 年から 48 年頃までの間で、GDP 国内総生産の成長
率が平均年 15.5％という世界的にみても驚異的な数値を示した日本の経済成長期である。
その後平成 3 年まで日本では、平均年率 8.2％という安定成長を遂げていた。また、この
高度成長期は、国民の社会生活に大きな影響を及ぼした。家電製品では、電機洗濯機、冷
蔵庫、テレビが登場し、その後の３C は、自動車、カラーテレビ、クーラーが普及した。
                                                   

















たちで、その中心となるのは、昭和 15～24 年生まれ（31～40 年中卒、34～43 年高卒に相
当）の農家の次男、三男や娘が多かったという [橋本紀子、木村元、小林千枝子、中野新
之祐編, 2011]。多くの中卒者が就職したのは大企業ではなく中小零細企業であった。 
 当時の記録では、中卒の地方出身者は、99 人以下の企業に 76.4％が就職し、100－500










身者 17.2％。中企業への就職は、都内出身者 36.2％、地方出身者 32.5％であり、比較
的規模の大きな企業への就職傾向が強いことが、中卒者と異なっている（斉藤他 [斉藤
武雄、田中喜美、依田良弘, 2005]32 頁）。 














の計画部門、保守・管理などのサービス部門とされている [石野好三, 1955 年]。昭和 31
年度までの「技能」から、徐々に「技術」重視型に工業教育の色彩が変わっていったとい
うことであろう。 
 その後昭和 35 年の学習指導要領改訂では、「中堅技術者の養成」が記された。工業教育
の目標が、技能→技術員→中堅技術者へと変遷していったのである。 
 ちなみに、昭和 35 年は池田内閣で「国民所得倍増計画」が作られた年である。昭和 35
～45 年年度までの間に、工業高卒程度の中級技術者が約 44 万人不足するとされ、これに
対処するために工業高校入学定員の大幅な増員計画が立てられていた [文部省, 1966]。 
表－３に示されたように、国民所得倍増計画で想定された産業構造に基づいて、機械、電
気、工業化学、建築、土木に関する学科を中心として、工業系学科の入学定員を合計 8 万
5 千 140 人増員する計画があった。 
 
表－３ 高等学校の工業に関する学科の年度別定員増計画 
昭和 35 年 36 37 38 39 40 計 
全日制課程 公立 1,880 4,120 16,000 34,920 4,080 1,400 62,400 
私立 2,000 5,740 6,000 5,000 - - 18,740 
小計 3,880 9,860 22,000 39,920 4,080 1,400 81,140 
定時制課程 公立 - - 2,000 2,000 - - 4,000 











































出所：文部省 [文部省, 1966]286 頁 
 
第３節 工業教員、地域産業界とコミュニティとの関係性の視点 
 戦後ベビーブーム世代が中学を卒業する昭和 38～40 年の対策も相まって、工業高校の
新設はその対策も併せて考えられたようである。昭和 33～35 年度が毎年 10 校程度だっ










第４節 起業家の起業過程で得た 4 つの資本の視点 






                                                   













































































































第１節  はじめに ローカルコミュニティ起業家の源泉となる地域 
前章で説明したように、この章の事例研究では、広島県呉市、山形県長井市、東京都大




















 呉市 長井市 大田区 
高校名 広島県立呉工業高校 山形県立長井工業高校 大森工業高校(現大森学園) 
創立年 昭和 14 年 昭和 37 年 昭和 14 年（徒弟学校） 








が、明治 19 年には軍港に指定され、明治 22 年の呉鎮守府の開庁により、本格的に海軍
基地として発展した。明治 35 年には４町村が合併して呉市が誕生し、日本一の海軍工廠
（海軍直轄の工場）の町として発展し、戦後は、瀬戸内海有数の工業都市として成長した。
昭和 25 年（1950 年）に旧軍施設を転活用し、平和産業港湾都市への転換を目指す「旧
軍港市転換法」が制定されたことにより、造船、鉄鋼、機械金属、パルプ産業等の企業が
相次いで進出し、臨海工業地帯としての基盤を確立した。 















                                                   










広島県立呉工業高等学校 〒737－0001 広島県呉市阿賀北 2 丁目 10 番 1 号 
Tel:0823-71-2177 Fax:0823-71-2179 
http://www.kure-th.hiroshima-c.ed.jp 
面談者：安保悦郎校長 生徒数等(2014 年度)520 名（内女子 48 名） 






昭和 14 年（1939 年）呉市立工業学校として創立。 
昭和 23 年に学制改革、広島県への移管などの変遷を経





県立呉工業高校は、昭和 14 年（1939 年）
呉市立工業学校として創立した。終戦後の





































                                                   































                                                   
















しかし 1980 年代の円高を契機にマルコン電子が営業規模を縮小、そして 1995 年に日
本ケミコンに吸収合併される。地元の基幹企業の衰退は長井市の雇用環境に大きな影響










 昭和 30 年代後半に、前述のように山形県




〒993－0051 山形県長井市幸町 9 番 17 号 
http://www.nagai-th.ed.jp 
訪問日時 2013 年 6 月 26 日(金)10：05～12：00 
面談者：齋藤昌広教頭 他にも、山口先生（機械システム科教諭）平田努先生（福祉
情報科長教諭）と面談 





昭和 37 年（1962 年）創設 





















着工、2002 年に完成にこぎつけた。地元中小製造業者 OB の協力が大きく。その後も講師
の派遣、教材資材や資金の提供も行うなど、工業高校存続のための並大抵ではない力添え
があった。  





 現在、長井工業高校の就職率は約 60％、うち 90％は県内企業でほかも自営業や公務員




























れる。工場数と従業員数で東京都の市区町村中第 1 位、製造品出荷額は 7,796 億円で第 3
                                                   
40 大田区の工業（大田区役所ホームページ 2015 年 1 月 5 日更新データ
http://www.city.ota.tokyo.jp/sangyo/kogyo/kagayake/ota_ind.html 


























ただし、昭和 51 年には工場数が東京 23 区で第 1 位になり、昭和 58 年には工場数が過














生徒数等(2014 年度)1069 名（内女子 162 名） 
［普通科］474 名 
［工業系］機械科 164 名、電気科 86 名、情報技術科 79
名、総合技術科 77 名 〔現在定時制は無し〕 
創立と経緯 
 
昭和 14 年（1939 年）徒弟学校として創立。 
昭和 17 年に大森工業学校となり機械科開設。 
 
１．大森機械工業徒弟学校としての誕生 




























午前 7 時 30 分          入場 
自 7 時 30 分― 至 8 時 30 分  学科 
自 8 時 30 分― 至 11 時 40 分 作業 
午前 11 時 40 分        昼食 
自 12 時 50 分― 至 1 時   体操、遊戯 
自 1 時―至 4 時 30 分     作業 
自 4 時 30 分―至 4 時 50 分  体操 
午後 5 時           夕食 
自 5 時 30 分―至６時      入浴 
自 6 時―至 6 時 30 分     発表討論会、日誌指導 
午後 7 時           帰宅 
                                                   























東京都 23 区で 4 位、従業員数は 1 位で、その後昭和 37 年の東京オリンピックと港湾整
備による周辺地域からのさらなる工業移入、高度な工業集積の基盤ができるとともに、大
森工業高校の地域での技術者人材教育は重要な役割を果たしてきた。 












息等の入学も少なからずあるという。在籍者数 1069 名（2014 年度）のうち、工業系だ







出身高校 氏名 現職 調査年月日 
呉工業高校 OB 橋本孝則氏 
（昭和 24 年生） 
㈱トゥモロー取締役会長 2013 年 2 月 27 日 
2014 年 3 月 29 日 
呉工業高校 OB 濱田一三氏 
（昭和 27 年生） 
(有)濱田工業所 前代表取締役社長 
http://www.hbs13.com/company/enkaku.html 




（昭和 31 年生） 





2013 年 2 月 27 日 
長井工業高校 OB 吉田 功氏 
（昭和 16 年生） 
(株)吉田製作所代表取締役会長 2013 年 6 月 26 日 
長井工業高校 OB 近野榮一氏 
(昭和 24 年生) 
(株)ﾌｭｰﾒﾒｯｸ代表取締役社長 2013 年 6 月 26 日 
 
第１項 呉市ヒアリング調査 





                                                   















村工業団地）に移転、昭和 59 年資本金 1000 万円に増資。平成 3 年には「ハマダベンデ
ィングサービス株式会社」へ社名変更及び組織変更する。翌平成 4 年には黒瀬工場建設
し、厚板鋼板・大形型鋼の曲げに着手する。平成 13 年には虹村第 4 工場取得。平成 20
年には濵田一三に代わり、親族の濵田篤氏に承継。一三氏は別事業を営んでいる。 





◆吉田 功氏（昭和 16 年生）(株)吉田製作所46代表取締役会長（昭和 55（1980）年創業、
資本金 2 千万円、従業員数 24 名） 
                                                   











 昭和 16 年生まれの吉田会長は、中学卒業後集団就職で東京に行くも数回の転職後 3 年
で帰郷。昼間は営業関連の仕事をしながら昭和 37年長井工業高校ができた年に機械科（当





やっていた頃の会社に相談してボール盤を２、３台調達。昭和 47 年にパート 3 名雇って
加工業務を開始。山形のゼノア工業（草刈機のダイキャスト等）に営業で回り、仕事を獲
得。得意の営業で古河電工など大手からも仕事を受注していた。 





































◆近野榮一氏（昭和 24 年生）(株)フューメック47代表取締役社長（昭和 51 年に個人事業
近野設計を創業、55（1980）年法人化、資本金 2 千 250 万円、従業員数 2７名） 
 近野社長は昭和 24 年生まれ。長井工業高校機械科（全日制）卒業後マルコン電子に入
社（第一志望は協同薬品工業㈱だったがその年は求人が無し）。5 年弱勤務した。当時マ





                                                   










現在 27 名従業員のうち 22 名は長井工業高校の卒業生である。PTA 会長、同窓会長もつ
とめ、２人の息子（現在 39 歳と 33 歳）も長井工業高校出身。兄は短大卒業後中国に渡









協同組合は 27 年前から 5 社で設立。長井機械工業協同組合は 35 年前に９社で設立。今


























































に関する臨時措置法」が成立し、1963 年に全国 9 校の国立大学に工業教員養成所が設置
された。1963 年からの団塊世代等の高校入学者急増にともない、工業高校人材の速成が




                                                   












































































っているという。大企業での QC 活動、組合活動は起業家としてトレーニングになった。 
２．起業過程に影響する社会関係資本 

















補論    今日の高等学校と外部機関との連携による起業家主体形成の取り組み 
－日本政策金融公庫「高校生ビジネスプラン・グランプリ」エントリー校を中心に― 
 １．はじめに 

















































                                                   







初年度第 1 回のエントリー総数は 1,546 件、151校、北海道から沖縄まで51、日本全国







                                                   
51エントリー高校の地域別の数は北海道 19、東北 11、関東 26、北陸甲信７、東海 19、近
畿 25、中国 10、四国７、九州 13、沖縄７となっている。 
52 日本政策金融公庫ホームページ https://www.jfc.go.jp/n/grandprix/ 




























                                                   
53公庫創業支援室 創業支援グループ実施。グランブリにビジネスプラン提出のあった
144 校を対象に 2013 年 11 月に実施。117 校（教員 105 名、生徒 8 名、教員生徒共同１
組、不明 3 名）から回答を得た。 





















































                                                   
55 1990 年代からの日本の起業支援の活発化とともに注目されたのが、米国で始まったと



























                                                   






























































































































第５節 まとめ  




















































































































第３項  今日の日本の起業家教育への示唆 
 今日、我が国では起業家教育に大きな期待がかかっている。多くは大学や大学院での起
                                                   
























































































                                                   
58一例として墨田区が続けてきた後継者育成塾フロンティア墨田は 2004 年から始まり、
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初等中等教育局長の私的な諮問機関として、平成 6 年 4 月 26 日以来、これからの職業教育の役割や
具体的な活性化方策について 12 回にわたり検討を行い、本年 3 月 8 日に最終報告を行った。(なお、平
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